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消防団の充実強化対策について
防災課

消防団は、地域防災力の中心として大きな役割を果た
していますが、近年の社会環境の変化等から、消防団員
数の減少、消防団員の高齢化など、様々な課題に直面し
ており、地域における防災力の低下が懸念されています。
このような状況を危惧し、平成25年11月８日、新藤
総務大臣から各都道府県知事及び各市区町村長あてに書
簡を発出し、消防団員の確保について一層の取組を要請
しました。
こうした中、消防団を中核とした地域防災力の充実強
化を図り、住民の安全の確保に資することを目的として、
議員立法による「消防団を中核とした地域防災力の充実
強化に関する法律」が成立し、平成25年12月13日に公
布・施行されました。同法律により、消防団員の加入促
進、処遇の改善、消防団の装備・教育訓練の改善につい
て、国及び地方公共団体は必要な措置を講ずることが義
務付けられました。
消防庁では、同法律を踏まえ、消防団の充実強化に関
する施策の検討及び実施並びに地方公共団体における消
防団の充実強化の取組の促進等を行うため、平成25年
12月24日に消防庁長官を本部長とする「消防団充実強
化対策本部」（以下「対策本部」という。）を立ち上げ、
消防団の充実強化を強力に推進していく体制を構築しま
した。

対策本部は随時開催されているところ、消防団の充実
強化を図るための対策の一環として、消防庁の幹部等が
都道府県及び指定都市の担当となり、主に次の内容につ
いて、都道府県及び指定都市に働きかけています。

（１）消防団員の加入促進
消防団員の加入促進については、これまでも、各地方
公共団体において、事業所への働きかけや女性・大学生
の入団促進、消防団協力事業所表示制度の活用、機能別
団員・分団制度（郵便局職員で構成される団員、大規模
災害時のみに出動を限定した団員、消防職団員OBによ
る団員等）の導入等について取り組んでいるところです
が、各地方公共団体の職員にはこれまで以上に率先して

消防団へ参加していただくことなど、各地方公共団体に
対してより一層の取組を要請しています。

（２）消防団員の処遇の改善
消防団員の報酬及び手当については、決算ベースでの
支給額が交付税措置額を大幅に下回る状況にあります。
また、報酬を支給していない市町村もあります。交付税
単価はあくまでも基準ですが、報酬及び手当の条例単価
が低い市町村に対して、その額を引き上げるよう要請し
ており、特に無報酬団体に対して、報酬を支給するよう
強く求めています。
なお、消防団員の退職報償金について、平成26年4月
1日から全階級で一律５万円（最低支給額20万円）引き
上げることとしており、今年度中に政令を改正する予定
です。

（３）消防団の装備・教育訓練の充実
消防庁では、消防団の教育訓練等に関する検討会を開
催し、消防団の装備及び教育訓練について検討していま
す。
装備については、安全装備品、救助用資機材及び情報
通信機器の追加等を内容とする消防団の装備の基準（昭
和63年消防庁告示第３号）の改正を踏まえ、各地方公
共団体に対して、これらの装備に係る予算が措置される
ことを要請しています。
なお、教育訓練については、消防団の中心的な役割を
担う立場である中級幹部（部長及び分団長の階級にある
者）に対する教育カリキュラムを見直し、装備の充実化
による安全の確保、新たな役割としての救助、他機関と
の連携及び地域防災リーダーの養成を念頭に、今年度中
に、消防学校の教育訓練の基準（平成15年消防庁告示
第3号）を改正する予定です。

毎年３月末から４月にかけて、定年等による退団が多
くなる傾向にあることを踏まえて、消防庁では、退団時
期の前の１月から３月を消防団員入団促進キャンペーン
の期間として位置づけ、消防団員募集についての広報の
全国的な展開を図っており、現在、消防団員入団促進シ
ンポジウムを全国７箇所において開催しています。
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また、平成25年度補正予算及び平成26年度当初予算
においては、消防団の救助資機材搭載車両の整備として
合計約34億円計上しました。さらに、来年度からの地
方財政措置として、消防団装備に対する地方交付税を大
幅に増加させる予定であり、併せて消防団車両及び拠点
施設の機能強化に対する地方財政措置（緊急防災・減災
事業債）を継続実施することとしています。
この他、消防団員増加団体等に対して総務大臣感謝状
を授与するなどの取組も行う予定です。

各地方公共団体においても、今般成立した法律を踏ま
え、更なる消防団員の加入促進、処遇の改善、消防団の
装備・教育訓練の改善について、積極的に取り組むこと
が求められています。

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部防災課　課長補佐　岡地
　TEL: 03-5253-7525

消防団充実強化対策本部の設置

消防団充実強化対策本部設置要綱（平成２５年１２月２４日）

第一条　�消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律（平成２５年法律第１１０号）の公布に伴い、消防団の
充実強化を図るため、消防団充実強化対策本部（以下「対策本部」という。）を設置する。 

第二条　�対策本部は、消防団の充実強化に関する施策の検討及び実施並びに地方公共団体における消防団の充実強化の取
組の促進等を行うものとする。 

第三条　�対策本部の構成員は、次のとおりとする。ただし、本部長は必要があると認めるときは、構成員を追加すること
ができる。

本部長　　　消防庁長官                                          
本部長代理　消防庁次長 
副本部長　　消防庁国民保護・防災部長、消防庁審議官、消防大学校長、消防研究センター所長
本部員　　　�総務課長、消防・救急課長、予防課長、防災課長、参事官、消防技術政策室長、救急企画室長、消防団専門

官、危険物保安室長、特殊災害室長、国民保護室長、国民保護運用室長、広域応援室長、防災情報室長,応
急対策 室長

地方公共団体への働きかけ

（１２月）
・各市区町村長、消防長、消防団長に対して消防団の充
実強化について消防庁長官名で依頼

・12月末までに、全ての都道府県に対し、
①消防団入団促進の更なる取組み
②報酬、手当の引上げ
③無報酬団体の解消
を市町村に働きかけるよう、個別具体的に要請する。

㆘
（１月下旬）
・１月２４日、各都道府県、政令指定都市に対して、日
本郵便株式会社社員の消防団への入団促進について消
防庁長官名で依頼

・12月の要請に基づいた市町村の取組状況について、都
道府県から個別ヒアリングを実施

・取組が不十分な団体には、一層の促進策を講じるよう
要請

優良団体に対する総務大臣からの感謝状

（２月中旬）
・平成25年4月1日現在の消防団員が前年より概ね一割以
上増加した20団体程度を総務大臣の感謝状により表
彰

（６月上旬）
・平成26年4月1日現在の消防団員数が前年より概ね一割
以上増加した団体に対して、同様に、総務大臣の感謝
状により表彰

　※表彰にあたっては、団体の規模、近年の増減状況等
を考慮

シンポジウム等の実施

・平成26年2月17日　全国消防団大会� （主催：消防庁）
　※�内容：総務大臣感謝状贈呈式、全国消防団員意見発
表会、シンポジウム等


